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ファイナンスド・エミッション
開示要請の動向



SSBJ基準に基づくサステナビリティ情報の有価証券報告書における開示・保証の義務化に関する検討が進む
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サステナビリティ情報開示の義務化の動向（金融庁WGにおける提案）

出典：金融審議会 サステナビリティ情報の開示と 保証のあり方に関するWG 第５回資料

https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/sustainability_disclose_wg/shiryou/20241202/01.pdf


IFRS財団は、国際的なサステナビリティ基準を開発するISSBの設置をCOP26（2021年）で公表

IFRS財団の下で設定されている国際会計基準(IFRS)は140ヵ国以上で利用されており、日本でも使用を容認

2023年6月、2つの基準を公表
• サステナビリティ関連財務情報開示の全般的要求事項（IFRS S1号）
• 気候関連開示（IFRS S2号）
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IFRS財団によるサステナビリティ報告基準開発

IFRS財団

IASB
（国際会計基準

設定主体）

ISSB
（サステナビリティ
基準設定主体）



サステナビリティ情報開示に関する日本基準開発機関であるSSBJは
ISSBの作成する基準との整合性を確保しつつ、我が国固有の開示基準を開発

2025年3月、3つの基準を公表
• サステナビリティ開示ユニバーサル基準「サステナビリティ開示基準の適用」
• サステナビリティ開示テーマ別基準第1号「一般開示基準」
• サステナビリティ開示テーマ別基準第2号「気候関連開示基準」
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国内でのサステナビリティ情報開示基準開発の動き

出典：SSBJ サステナビリティ開示基準アップデート

https://www.fasf-j.jp/jp/wp-content/uploads/sites/2/20250306_01.pdf


SSBJ基準に基づくサステナビリティ情報の有価証券報告書における開示・保証の義務化に関する検討が進む
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サステナビリティ情報開示の義務化の動向（金融庁WGにおける提案）

出典：金融審議会 サステナビリティ情報の開示と 保証のあり方に関するWG 第５回資料

再掲

https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/sustainability_disclose_wg/shiryou/20241202/01.pdf


• 企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得るサステナビリティ関連のリスク及び機会に関して
重要性がある情報を開示（＝情報に重要性がない場合、開示する必要はない ）

• サステナビリティ関連のリスク及び機会に関して開示すべき事項として、
①ガバナンス、②戦略、③リスク管理、④指標及び目標の4つの要素により構成して規定
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SSBJ基準のポイント

気候関連の産業横断的指標
• 温室効果ガス排出

 スコープ1，2，3に区分
 ファイナンスド・エミッションに関する追加情報の開示

• 気候関連の移行リスク
• 気候関連の物理的リスク
• 気候関連の機会
• 資本投下
• 内部炭素価格
• 報酬



• ファイナンスド・エミッションとは、スコープ3 カテゴリー15（投資）に該当

• 投融資先のGHG総排出量のうち、報告企業の投融資に帰属する部分

9

ファイナンスド・エミッションとは

出典：PCAFスタンダード

https://carbonaccountingfinancials.com/files/downloads/PCAF-Global-GHG-Standard.pdf


• ファイナンスド・エミッションは、金融機関の直接排出量（スコープ 1 & 2）の700倍以上の規模

• 金融機関において、最も重要な気候関連リスク

• 金融機関が気候関連リスクをモニタリング・管理するために、
ファイナンスド・エミッションの算定が重要
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金融機関にとってのファイナンスド・エミッションの重要性

出典：CDP disclosure for financial institutions from 2022

https://cdn.cdp.net/cdp-production/comfy/cms/files/files/000/005/956/original/2022_Financial_Services_Forests_and_Water_Introductory_Webinar_v0.1_%281%29.pdf


• ファイナンスド・エミッションの開示は、資産運用業、商業銀行業及び保険業を営む場合に求められる
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ファイナンスド・エミッションの開示

出典：SSBJ気候関連開示基準を基にPCAF日本事務局作成

（例）商業銀行に関する活動を行う場合の開示項目
ファイナンスド・エミッションの絶対総量

• スコープ１，２，３に分解
• 資産クラス別（融資、プロジェクト・ファイナンス、債券、株式投資、未実行のローン・コミットメント）に分解
• 産業別（最新のGICSの6桁の産業レベルのコード）に分解（※）

グロス・エクスポージャー
• 資産クラス別（融資、プロジェクト・ファイナンス、債券、株式投資、未実行のローン・コミットメント）に分解
• 産業別（最新のGICSの6桁の産業レベルのコード）に分解（※）

グロス・エクスポージャーの総額に対する、ファイナンスド・エミッションに関連するグロス・エクス
ポージャーの割合
ファイナンスド・エミッションを算定するために用いた方法

（※）産業別に分解した情報は、当面の間、開示しないことができる。



• パリ協定に基づき、各地域・各セクターで2050年までに排出量ネットゼロ達成を目指す

• 金融機関は、エンゲージメントを通じ、投融資先の企業のネットゼロへの移行を促進する重要な役割を担う

• そのためにも投融資先の現在のGHG排出量を理解しておくことが有用
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地域の脱炭素とファイナンスド・エミッションの関わり

出典：全国銀行協会 気候変動問題への銀行界の取組みについて

https://www.zenginkyo.or.jp/fileadmin/res/news/news340831.pdf


• 脱炭素目標の設定、移行計画策定

• 排出削減のモニタリング・管理

• 投融資先へのエンゲージメント

• 開示要請（SSBJ）やプラットフォーム(CDP) 、各種コミットメント（GFANZ、SBTi）への対応
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ファイナンスド・エミッション算定のメリット



PCAFの概要と
PCAFスタンダードについて
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2015: オランダ 

PCAF（Partnership for Carbon Accounting Financials）とは

2018: 北米

> >

2019: グローバル

ファイナンスド・エミッションを算定・開示するための標準的な手法の開発を
目的に、金融機関主導で設立されたグローバルなパートナーシップ

2015年 オランダの14の金融機関によって設立
2019年 PCAFをグローバル組織化
2020年 “The Global GHG Accounting and Reporting Standard for the Financial 
Industry”（「PCAFスタンダード」）初版を発行
2022年 「PCAFスタンダード」第2版を発行
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Objectives of PCAF1
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PCAF参加機関の全リストはこちら グローバルGHG算定、報告基準(PCAF Standard)のダウンロードはこちら

世界共通の金融業界
向けのGHG算定、報告
基準の開発、高度化

PCAF基準を使用してFE 
(Financed Emissions) 
を開示する金融機関を
グローバルレベルで

2025年末までに
1,000機関以上に拡大

PCAFの目的

74を超える国と地域より、 500を超える金融機関が参加（2024年8月時点）

https://carbonaccountingfinancials.com/standard
https://carbonaccountingfinancials.com/financial-institutions-taking-action#overview-of-institutions
https://carbonaccountingfinancials.com/standard
https://carbonaccountingfinancials.com/standard
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PCAF Japan coalition議長 PCAF 日本事務局
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pcaf@csr-design.com

• あおぞら銀行
• SBI新生銀行
• MS&ADインシュアランスグループ

ホールディングス
• 九州フィナンシャルグループ
• コンコルディア・フィナンシャルグループ
• 山陰合同銀行
• しずおかフィナンシャルグループ
• ソニーフィナンシャル・グループ
• 十六フィナンシャルグループ
• 住友生命保険
• SOMPOホールディングス
• 大和証券グループ本社
• 千葉銀行

• 千葉興業銀行
• 東京海上日動火災保険
• 日本生命保険
• 農林中央金庫
• 野村ホールディングス
• 八十二銀行
• ひろぎんホールディングス
• みずほフィナンシャルグループ
• 三井住友トラストグループ
• 三井住友フィナンシャルグループ
• 三菱UFJフィナンシャル・グループ
• 明治安田生命保険
• ゆうちょ銀行
• りそなホールディングス

2025年1月現在の国内参画機関：27機関

PCAF Japan coalition

mailto:pcaf@csr-design.com
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3つのパート 各パートで取り扱う異なる金融活動について

パート A – Financed Emissions

• 7つのアセットクラスへの投融資に関するGHG排出量の算定、開示手法：
1. 上場株式・社債 2. 融資・非上場株式 3. プロジェクトファイナンス
4. 商業用不動産 5. 住宅ローン 6. 自動車ローン 7. ソブリン債

・ 排出除去量および削減貢献量に関するガイダンス

• パート B – Facilitated Emissions 

• 資本市場取引に関連するGHG排出量の算定、開示手法のガイダンス
• public debt(公募債)、public equity(公開株式)、equity investment and 

debt investment in private companies(非公開企業向け株式・債券)、
syndicated loans(シンジケートローン)等の引受枠が対象

      パート C – Insurance-Associated Emissions

• 2つのセグメントについての保険／再保険の引受に伴うGHG排出量の
算定、開示手法のガイダンス

• 2つのセグメント：1. 法人向け保険、2. 個人向け自動車保険

PCAFスタンダード（The Standard）：3つのパートから構成
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パートA: 7つのアセットクラスの算出手法

L I STED EQ UI TY  AND CO RPO RATE BO NDS 
上場株式・債券

BUSI NESS L O ANS AND UNL I STED EQ UI TY
融資・非上場株式

PRO J ECT F I NANCE
プロジェクトファイナンス

CO M MERCIAL  REAL  ESTATE
商業用不動産

M O RTGAG ES
住宅ローン

M O TOR VEHI CLE L O ANS
自動車ローン

SO VEREIGN DEBT
ソブリン債

新しいアセットクラスについても議論中
・資金使途特定型（グリーンボンド等）
・証券化商品等
・準ソブリン債
（・未実行のローン・コミットメント）
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= �  帰属係数 (𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀 𝐟𝐟𝐟𝐟𝐟𝐟𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀)𝒄𝒄 𝐱𝐱 投融資先の排出量(𝐄𝐄𝐄𝐄𝐀𝐀𝐄𝐄𝐄𝐄𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐄𝐄)𝐟𝐟FINANCED EMISSIONS

企業による報告排出量c

1

物理的活動に基づく排出量c

2

経済的活動に基づく排出量c

3

または

または

(with c = borrower or investee company)

 帰属係数は、投資先の排出量に対する
金融機関の持分を示すために使用

 投資先とは、企業、不動産、プロジェクト
などを指す（アセットクラスに依拠）

 投融資残高 (𝐎𝐎𝐀𝐀𝐀𝐀𝐄𝐄𝐀𝐀𝐟𝐟𝐀𝐀𝐎𝐎𝐀𝐀𝐀𝐀𝐎𝐎 𝐟𝐟𝐄𝐄𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀)𝐟𝐟
社債および借入金（簿価）＋純資産額（簿価）

投融資残高 (𝐎𝐎𝐀𝐀𝐀𝐀𝐄𝐄𝐀𝐀𝐟𝐟𝐀𝐀𝐎𝐎𝐀𝐀𝐀𝐀𝐎𝐎 𝐟𝐟𝐄𝐄𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀𝐀)𝐟𝐟
𝐄𝐄𝐄𝐄𝐄𝐄𝐄𝐄∗

または

ファイナンスド・エミッションの計算式
使用できるデータの種類により異なる計算方法

*EVIC: Enterprise Value Including Cash (現預金を含む企業価値) = 株式時価総額＋社債・借入金＋少数株主持分

不確実

確実

例：株式、融資の場合
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■Reporting Requirements - 要件（”shall”）
例：連結アプローチ、カバレッジの表記、

絶対排出量（Scope1,2 と Scope3を分けての開示）、再計算と閾値の開示

■ Reporting Recommendation - 推奨事項（”should”）
例：排出原単位、データクオリティスコア（開示できない場合は理由を説明）

開示の要件と推奨事項： PCAF ディスクロージャーチェックリスト より

PCAF ディスクロージャーチェックリストとは：
• 加盟機関がPCAFスタンダードに沿った開示を行うための自己評価ツール
• 開示媒体とともにPCAF事務局に提出することで、フィードバックを受けながら
開示の質を高めることが可能

出典：PCAF Disclosure Checklist for Part A – Financed Emissions

https://carbonaccountingfinancials.com/files/PCAF-Disclosure-Checklist-Part-A-Financed-Emissions-July-2024.pdf
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計測、開示例：
みずほフィナンシャルグループ 気候・自然関連レポート 2024

出典：みずほフィナンシャルグループ 気候・自然関連レポート 2024

各アセットクラス、セクター毎に排出量
およびデータクオリティスコアを開示

※計測しやすい範囲からスタートし、翌年以降に新しいアセットクラスや
セクターに対象を広げていくことをPCAFは推奨

https://www.mizuho-fg.co.jp/sustainability/report/pdf/climate_nature_browsing_2024.pdf
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ファイナンスド・エミッション計測、開示における課題

出典：PCAF加盟機関へのヒアリングを基に日本事務局作成

 データ収集の難しさ
…投融資先企業の排出量／財務データの収集、データプロバイダのカバレッジの限界

 算定手法の判断に関する課題
…データのタイムラグへの対応、精度の確保

 社内リソース、システムの課題
…財務データと排出量データの統合、算定高度化への対応

 開示方法
…算定結果や計測手法の説明の方法、粒度



PCAF加盟のメリット



ネットワーキング
• グローバルレベルでの

投資家、銀行、専門家
とのネットワーク

• SBTi-Fis、 UNEP FI’s 
NZAOA、 NZBA、 
GFANZ、 TCFD、CDP等、
他イニシアチブとの連携

認知拡大
• グローバルや各地域での

気候ファイナンスに関する
イベント参加

• PCAF公式サイトや
SNSでの広報、
自社開示における
ロゴ使用

テクニカルサポート 
• 各種ワークショップ、

トレーニング
• ガイダンスや事例共有
• PCAF Academy

（Eラーニングモジュール）
• PCAF事務局による開示

のレビューとフィードバック

１

PCAFデータベース
• 定期的に更新される

排出係数のデータベース
へのアクセス

コラボレーション
• 金融業界のための

世界最大の業界主導型
ネットワークを提供、FE
算定・開示における協働

• スタンダード開発を担う
ワーキンググループへの
参加

PCAF加盟によるベネフィット グローバルレベル



• グローバルレベルでの投資家、銀行、専門家とのネットワーク
• SBTi-Fis、UNEP FI’s、GFANZ、TCFD、CDP等、他イニシアチブとの連携
ウェビナー参加や情報交換により、業界の最新動向、他機関の知見が得られる
※グローバルからの情報発信は、日本事務局より適宜日本語でも周知

• 金融業界のための世界最大の業界主導型ネットワークを提供、FE算定・開示における協働
銀行、保険、資産運用会社などの特定の業種に限定されないイニシアチブであり、
業種を超えた議論が可能

• スタンダード開発を担うワーキンググループへの参加
資産クラスごとの議論に直接参加することで、自社の課題を共有し、業界の標準策定に貢献。
パブリックコンサルテーションでの意見発出も可能

PCAF加盟によるベネフィット グローバルレベル

ネットワーキング

コラボレーション



• 各種ワークショップ・トレーニング、ガイダンス、事例共有
• PCAF Academy（Eラーニングモジュール） ※日本語字幕も対応
• PCAF事務局による開示のレビューとフィードバック

開示資料を「ディスクロージャーチェックリスト」とともにPCAF事務局に提出することで、
レビュー（※保証ではない）およびフィードバックを提供 ⇒ 自社の開示内容の質を評価、向上

PCAF加盟によるベネフィット グローバルレベル

• グローバルや各地域での気候ファイナンスに関するイベント参加
• PCAF公式サイトやSNSでの広報、自社開示におけるロゴ使用
業界標準の手法に従った、透明性のある排出量開示を行うことをアピールし、
ステークホルダー（投資家・顧客・規制当局）への信頼性を向上、
気候変動対応に積極的な金融機関として評価される認知拡大

テクニカルサポート



データ品質スコアも表示情報の透明性地域、国、アセットク
ラス毎の排出係数
(Emission Factors) 
を公開

PCAF加盟機関が
アクセス可能

28

PCAFデータベース
（Emission Factor Database）

• PCAFスタンダードの各計測オプションに対応した、
地域、国、アセットクラス、セクター毎の排出係数を公開

• 排出量と併せて計測・開示が推奨される、
データクオリティスコアも表示



PCAF加盟によるベネフィット 日本国内

日本事務局によるサポート
• グローバルアップデート情報の日本語での共有
• グローバル事務局等とのコミュニケーションのサポート
• 日本語での照会対応（スタンダードの解釈, データベースの使用方法 etc.)
• 新たなガイダンスに関する勉強会の実施
• 計測実務における新任者向けの勉強会も今後予定

JAPAN COALITIONの活動
• 四半期会合への参加

 各社取組事例の共有、ステークホルダーとの意見交換 etc.
• 参画機関間のネットワーキング（対面会合、連絡先の共有）
• “計測実務者向け手引き”: 参画機関内アンケート調査結果を踏まえ作成
• “PCAF Japan Report”: 開示事例の発信
• 検討テーマごとに設置する分科会における議論への参加

 23年度開催実績：ソブリン債、Facilitated Emissions、削減貢献量
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 業種や規模に基づくSignatory Fee（加盟費用）のお支払い
 PCAFの算定手法に基づき3年以内に開示をスタートすること
のコミットメント

 レター入手方法：日本事務局までお問い合わせください

出典：PCAF Webサイト

ご加盟にあたり：コミットメントレターのご提出 PCAF日本事務局（CSRデザイン
環境投資顧問(株)内）
pcaf@csr-design.com

https://carbonaccountingfinancials.com/financial-institutions-taking-action#overview-span-of-financial-institutions-span
mailto:pcaf@csr-design.com
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まとめ

 金融機関がファイナンスド・エミッションを把握することは
ポートフォリオ脱炭素化のための重要なステップとなる

 今後、日本国内でもファイナンスド・エミッション開示が義務化

 計測・開示においてはデータ収集の困難さや社内リソース、
算定手法上の判断等に関する課題あり

 PCAFへの加盟により、データベースの排出係数のほか、
参画機関間ネットワーキングによる知見の共有、
開発議論への参加、ステークホルダーとの対話機会が得られる

お問い合わせはPCAF日本事務局まで
（CSRデザイン環境投資顧問(株)内）
pcaf@csr-design.com

mailto:pcaf@csr-design.com
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